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愛媛県資源管理指針 

 
     〔平成２３年３月３０日策定〕  

 

第１  愛媛県の水産生物資源の管理に関する基本的な考え方  

 

１  はじめに  

 

愛媛県の海域は、佐田岬半島を境に瀬戸内海と宇和海に大別され、さらに瀬

戸内海は東部の燧灘と西部の伊予灘に区分される。  

瀬戸内海は、魚介類の産卵や成育の場として重要な藻場･干潟に恵まれた生産

性の高い海域で、小型機船底びき網漁業、機船船びき網漁業、一本釣り漁業な

どの多種多様な漁船漁業が営まれている。  

一方、宇和海は、太平洋から黒潮分枝流に乗って回遊するイワシ、アジ、サ

バなどの好漁場であることから、沖合ではまき網漁業を中心とする漁船漁業が

盛んに行われているほか、沿岸域ではリアス式海岸を利用した魚類、真珠及び

真珠母貝などの養殖業が盛んで、全国屈指の生産を誇っている。  

愛媛県は、このような多様性に富んだ漁場環境と、豊かな漁業資源により、

全国でも有数の水産県として発展を続けてきた。  

しかしながら、近年は漁業資源の減少、燃油の高騰、長引く魚価の低迷など

に加え、漁業就業者の減少と高齢化による漁村活力の低下など、漁業を取り巻

く環境は厳しさを増している。  

このような状況の下、県では「水産えひめ振興ビジョン［後期対策］」を策

定し、「調和と持続・ 21世紀水産えひめの創造」を目指して、資源回復計画等

による水産資源の維持増大、魚食普及、産地市場の機能強化や水産物の輸出促

進、漁業者による藻場や森づくりなどの環境保全活動、次代を担う資質の高い

「認定漁業士」への支援など、様々な取組を行ってきたところである。  

 

本指針では、本県の漁業者が自主的に資源管理に取り組むための方向性を示

すとともに、漁業者による資源管理計画の策定に向けて、主に漁船漁業による

主要魚種の漁獲状況や各地で漁業者が取り組んでいる自主的な資源管理につい

て取りまとめたものある。  
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２  愛媛県の漁船漁業の概要と漁獲動向  

 

（１）漁業の概要（図１）  

本県では、瀬戸内海、宇和海それぞれの海域特性に応じた様々な漁船漁業が

行われており、漁獲量は全国 14 位、生産額は全国６位となっている（平成 20

年）。  

瀬戸内海（燧灘、伊予灘）は、小型機船底びき網漁業、機船船びき網漁業が

主体で、これらの漁業で漁獲量の約７割を占めている。一方、宇和海は、イワ

シ、アジ、サバなどの浮魚を対象にするまき網漁業が主体で、漁獲量の約８割

を占めている。  

 

図 1 愛媛県の漁船漁業の漁獲量（平成 20）  

 

（漁業・養殖業生産統計年報）  

 

（２）漁獲の動向（図２、表１，２）  

本県では、漁船漁業の漁獲対象となる資源を増大させることを目的として、

産卵場や稚仔魚育成場の造成とともに種苗放流を柱とする栽培漁業を推進して

おり、豊かな海で再生産される豊富な天然資源や「つくり育てる漁業」により

育まれたマダイ、ヒラメ、クルマエビなどの魚介類が地域の漁船漁業を支えて

きた。  

漁船漁業の漁獲量は、イワシ類の資源が急減したことや、その他の多くの魚

介類で資源が減少傾向にあることから、ピーク時（昭和 59年）の半分程度にな

っており、生産額は、魚価の低迷により減少傾向にある。  
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平成 11年以降の漁業種類別漁獲量では、大中型まき網漁業で増加がみられる

ものの、それ以外の漁業種類では横ばい又は減少しており、特に稼働統数の減

少した沖合底びき網漁業及びいか釣漁業で漁獲量が大きく減少している。  

 

図２  漁獲量、生産額の推移  

 

                   （漁業・養殖業生産統計年報）  

 

表１  漁業種類別漁獲量の推移  

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

96,553 92,809 90,323 90,529 93,583 89,731 96,807 91,625 97,530 94,511

沖合底びき網 5,248 5,099 4,310 3,057 x 1,800 1,096 x x x

小型底びき網 21,631 20,599 19,324 18,840 18,512 18,003 18,325 17,549 16,967 16,764

船びき網 12,212 14,004 11,250 13,330 12,194 11,784 13,923 11,970 14,112 14,663

大中型まき網 22,014 18,392 22,929 25,470 28,028 24,995 29,318 29,798 30,983 33,945

中･小型まき網 13,271 12,658 12,474 x 14,506 x 17,568 15,616 21,015 15,239

刺網 4,365 4,170 3,940 3,973 3,791 3,657 3,489 3,272 3,084 2,678

敷網 355 395 366 448 383 342 379 367 - -

大型定置網 93 97 89 x x x x x x x

小型定置網 1,390 1,300 1,180 966 831 772 742 x 630 666

その他延なわ 1,283 1,320 1,143 1,073 843 872 780 758 775 846

いか釣 3,316 4,762 3,468 4,402 1,858 3,230 1,954 x 30 80

(沿岸･遠洋)かつお一本釣 747 824 582 603 781 951 639 624 677 710

その他の釣 5,982 5,519 5,491 5,543 5,038 5,188 4,615 4,711 4,336 4,017

採貝･採藻 1,767 1,472 1,722 1,604 1,438 1,555 1,893 2,317 1,932 1,938

その他（暫定値） 2,879 2,194 2,054 2,083 2,117 1,513 1,924 1,500 2,037 2,154

｢－｣ … 事実がないもの、調査を欠くもの 資料：愛媛県農林水産統計年報（端数処理の関係で合計が一致しない場合がある。）

｢x」 … 秘密保護上統計数値を公表しないもの

その他漁業に該当する漁業：地びき網、その他の網漁業（すくい）、遠洋（近海）まぐろはえ縄、潜水器漁業、文鎮漕（空釣漕）、その他漁業で、ｘは含まない。

年
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 魚種別漁獲量では、概ね横ばい傾向であるが、カレイ類、マダイ、カワハギ、

イカ類、タコ類などの小型機船底びき網漁業や刺し網漁業で多く漁獲される魚
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種は減少傾向にある。  

 

表２  魚種別漁獲量の推移  

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

96,553 92,809 90,323 90,529 93,583 89,731 96,807 91,625 97,530 94,511

79,159 75,263 75,218 73,924 81,228 75,730 84,137 80,084 87,178 83,857

6,385 7,548 8,907 8,689 9,319 7,937 8,882 10,029 11,649 9,327

20,638 19,483 15,957 14,975 16,335 17,680 22,071 17,101 26,943 19,301

まいわし 1,199 1,175 889 66 619 639 2,927 556 4,432 1,451

うるめいわし 593 751 1,385 681 1,152 1,151 2,082 2,239 4,506 1,694

かたくちいわし 10,685 8,548 8,735 7,652 8,469 12,165 10,530 9,385 12,395 11,108

しらす 8,161 9,009 4,948 6,576 6,095 3,725 6,532 4,921 5,611 5,048

8,458 9,061 11,835 11,967 15,950 16,428 13,759 11,659 10,955 11,112

まあじ 7,406 7,648 10,173 10,094 14,307 15,380 13,017 9,900 9,721 9,839

6,941 5,695 7,099 7,449 10,561 6,055 9,372 10,232 9,125 14,707

449 454 488 500 414 359 417 439 410 375

1,884 1,856 1,849 1,836 1,664 1,512 1,396 1,459 1,311 1,171

1,284 1,155 1,016 971 873 814 898 912 - -

1,023 991 901 869 811 699 724 705 x 548

354 393 376 394 469 405 412 465 - -

3,630 3,215 2,693 2,515 2,424 2,990 2,494 2,922 3,128 3,222

3,073 2,998 2,722 2,706 2,766 2,619 2,636 2,417 2,422 2,124

まだい 2,372 2,334 2,107 2,123 2,159 2,032 2,044 1,776 1,830 1,592

131 408 353 563 500 512 588 550 610 542

552 632 615 555 507 468 438 406 427 422

499 571 532 571 475 469 451 415 348 341

1,379 1,273 1,047 1,183 1,051 874 771 724 - -

1,911 1,869 1,798 1,671 1,614 1,471 1,387 1,235 - -

20,568 17,661 17,030 16,510 15,495 14,438 17,441 18,414 x 20,665

2,771 2,609 2,612 2,500 2,311 2,005 2,322 2,118 1,702 1,656

247 260 230 223 215 186 228 198 182 167

283 338 481 617 485 388 410 399 368 339

249 301 411 529 403 302 321 310 287 259

2,404 1,228 1,227 826 935 999 885 691 766 1,092

3 2 4 16 20 41 5 1 4 2

7,671 8,596 7,170 8,453 5,176 6,957 5,386 4,064 3,648 3,719

1,936 1,896 1,627 1,634 1,356 1,447 1,507 1,203 - -

2,532 2,011 1,956 2,379 1,722 1,486 1,476 1,328 1,428 1,619

403 1,737 423 593 593 972 588 853 786 705

1,331 1,027 1,236 1,235 1,134 1,193 1,603 2,088 1,655 1,524

｢－｣ … 事実がないもの、調査を欠くもの 資料：愛媛県農林水産統計年報（端数処理の関係で合計が一致しない場合がある）

｢x」 … 秘密保護上統計数値を公表しないもの
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（３）漁業経営体数の推移（表３）  

全国的に漁業 就 業 者の 減 少 と高齢化が進む中、本県でも平成 10年前に比べ

1,500経営体以上の減少がみられ、平成 20年には 3,718経営体となっている。特

に、刺し網漁業や延なわ・一本釣り漁業など一般的に小規模といわれる漁業種
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類での減少が目立ち、魚価の低迷により経営が不安定であることから漁業離れ

が進んだと考えられる。  

 

表３  漁業種類別経営体数の推移  

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

底びき網 1,006 996 964 982 988 926 897 881 919 831

船びき網 171 175 157 149 143 141 149 141 149 134

まき網 74 75 78 51 52 50 49 49 47 44

刺網 905 884 832 841 775 731 719 683 743 575

敷網 35 35 34 37 36 21 28 27 52

はえ縄･釣 2,359 2,355 2,321 2,254 2,018 1,988 1,944 1,889 1,925 1,455

定置網 74 75 76 76 79 70 67 59 68 64

採貝･採藻 276 283 246 215 198 185 225 231 413 249

その他の漁業 440 392 378 365 329 320 324 306 483 366

5,340 5,270 5,086 4,970 4,618 4,432 4,402 4,266 4,799 3,718

愛媛県農林水産統計年報、水産局調べ

漁
船
漁
業

計

　　　　　　　年
　分類

 

 

 

３  資源管理の必要性と課題  

 

（１）資源管理の必要性  

 本県  の 漁船 漁 業は 多 種多 様な水産資源と複雑な海域特性により数多くの

漁具・漁法で漁業が営まれている。しかしながら、漁獲量は昭和 60年以降減少

傾向にあり、海域環境の変化のほか、漁具・漁法の近代化による漁獲圧の増大

も一因と考えられる。  

このため、漁獲量を維持・増大するには、従来から取り組まれている栽培漁

業はもとより、資源や漁場を管理し、その有効利用や再生産力を生かすことが

重要であり、効率的で実行可能な資源管理手法を検討し、関係漁業者が合意の

うえで体制の整備を進める必要がある。  

 

（２）資源管理の現状  

本県では、昭和 60年代に漁業者の自主的資源管理の気運の高まりとともに一

部の魚種で資源管理計画を策定するとともに、資源回復計画推進事業（平成 13

年度創設）を活用しながら、これまで資源管理を進めてきた。  

県内では、広域回遊種については、国が作成したサワラ流し網漁業による「サ

ワラ瀬戸内海系群資源回復計画（平成 14年 4月 12日公表）」及び機船船びき網漁

業による「カタクチイワシ瀬戸内海系群（燧灘）資源回復計画（平成 17年 3月

31日公表）」に、また、伊予灘では県が作成した固定式刺し網漁業による「伊

予灘マコガレイ資源回復計画（平成 18年 3月 20日公表）」に取組んでいるほか、
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沿岸漁業による小型魚再放流等の資源管理を実践している。  

このように、本県では、水産資源の持続的利用を図るため様々な取り組みが

なされており、これらは愛媛県漁業調整規則のほか、海区漁業調整委員会指示

のように関係者の合意を経て公的規制となったもの、各地域のこれまでの慣習

や漁業調整の下、漁業者や漁業者団体の申し合わせにより合意形成され、自主

的な団体規制として取組まれているものがある。  

 

（３）資源管理の課題  

 資源管理には、経済価値の低い小型魚や産卵親魚の保護、漁獲努力量の削減、

人工種苗の添加による資源量の上乗せ、漁場や増殖場の造成による生息域の拡

大が考えられる。  

 本県ではこれまでにカタクチイワシ、ヒラメ、マダイ、トラフグ、クルマエ

ビ、アワビ、コウイカ及びマダコに関して、資源管理の定着を図る取り組みを

行ってきた結果、一部でその取組は定着した。一方、多種多様な漁獲物特性か

ら小型機船底びき網漁業、刺し網漁業、小型定置網漁業などが主体となってお

り、目的外の稚魚を混獲してしまうなど、個別種に対する資源管理作用が十分

に働かなかったことも推察される。また、漁獲や魚価の低迷、燃油など経費の

高騰を受け、漁業者の意識や意欲が低下したことで十分に定着しなかったもの

と考えられる。  

 

４  資源管理の考え方  

（１）資源管理の理念  

 漁業生産の維持・増大を図り、漁業経営を安定させるためには、種苗の放流

や増殖場の造成など自治体や法人、団体の協力を得て進めるもののほか、経済

価値の高いサイズで、相場の高い時期に、資源量に見合った漁獲を行うことが

重要である。  

 このため、各漁業種類間の合意を得ながら、漁業者自らが管理計画を立て実

践する必要がある。  

（２）資源管理の方向性  

本県では水産資源の持続的な利活用を水産業振興の重点方策として位置付

け、積極的な資源管理、資源の維持回復を図るべく、公的措置の徹底と併せて、

漁業者の自主的な取組を他の関連施策と一体となって展開していくことが必

要である。  

 なお、本指針における公的管理措置とは、漁業関係法令に基づく各種規制（漁

業権行使規則及び海区及び広域漁業調整委員会指示を含む。）を指すものとす
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るが、公的管理措置であっても従来自主的に実施されていた資源管理の取組で

あって、水産基本計画（平成１４年３月閣議決定）に基づく取組の開始された

平成１４年度以降にこれら公的管理措置に移行したものについては、本指針に

おいては、自主的な取組とみなし、取り扱うものとする。  

 

第２  海洋生物資源等ごとの動向及び管理の方向  

１  燧灘海域  

燧灘の対象漁業の漁業漁獲量は、昭和 51年の 4万 8,000トンをピークに平成

の初頭まで減少傾向にあったが、近年（平成 15年以降）は、概ね 2万トン前

後で推移している。  

平成元年から平成 18年までの間に漁労体数が 60％程度に減少しているが、

ＣＰＵＥ（漁獲量 /操業日数）は 70kg/日程度を推移しており、漁船漁業全体

では一定の資源水準を維持しているものと推察される。今後、長期的な資源

の維持を図るため、各魚種、各漁業種類で状況に応じた適切な資源管理を実

践する必要がある。  

漁業種類は、主に①小型機船底びき網漁業、②機船船びき網漁業、③ごち

網漁業、④流し網漁業、⑤刺し網漁業、⑥袋待網漁業、⑦かご漁業、⑧たこ

つぼ漁業、⑨延なわ漁業、⑩小型定置網漁業、⑪一本釣り漁業、⑫採貝・採

藻漁業で構成されている。  
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本指針では、燧灘海域で営まれている知事許可漁業、共同漁業権漁業及び

自由漁業について、操業の形態、漁業の規模等を勘案して、次の魚種別資源

管理で（ 1）から（ 4）まで、漁業種類別資源管理で（ 1）から（ 8）までの漁

業種類に区分し、「自主的管理措置」を別紙 1のとおり、地域実態に応じて機

動的に取り組むものとし、それぞれの措置の実施確認については、第 3のそ

の他に因ることとする。  

なお、各漁業の区分に含まれる漁業の名称等は別紙 4 のとおりとする。  

 

【魚種別資源管理】  

（１）カタクチイワシ（シラスを含む）  

 ア  資源及び漁業の状況  

カタクチイワシの漁獲量は、昭和 52年の 2万 2,000トンをピークとして、昭

和 40年代から 50年代の半ばに 4,000トンから 2万 2,000トン、昭和 50年代の半

ばから平成 4年までの間に 4,000トンから 1万 6,000トンの範囲で周期的に増

減し、近年（平成 15年から平成 20年まで）は 3,000トンから 6,000トンの低位

で推移している。  
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  平成元年以降は、燧灘のカタクチイワシ漁獲の大半を占める瀬戸内海機船

船びき網漁業及び機船船びき網漁業の漁労体数は減少しているものの、ＣＰ

ＵＥ（漁獲量 /操業日数）は増加しており、一定の資源水準を維持している

ものと推察される。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ  資源管理措置  

 瀬戸内海機船船びき網漁業及びいわし機船船びき網漁業  

燧灘で主にカタクチイワシを漁獲している瀬戸内海機船船びき網漁業、い

わし機船船びき網漁業では、これまでも燧灘カタクチワシ資源回復計画に基

づく取組として、別紙 7の取組を実践しており、近年（平成 15年から平成 20

年まで）の全体の漁獲量は低位であるが 3千トンから 6千トンに増加している

ことから、今後もこの状態を維持し、さらに資源の増大を図るため、「公的

措置」の遵守と併せて、別紙 1の「自主的管理措置」に取り組む必要がある。  

 

（２）サワラ  

 ア  資源及び漁業の状況  

サワラの漁獲量は、昭和 60年の約 1,400トンをピークに以降は減少傾向を

示し、平成 15年には 300トン程度まで漁獲量が増加したが、平成 18年以降は

再度、減少傾向にある。  

平成元年から平成 10年までの間に、燧灘のサワラ漁獲の中心を占めるさわ

ら流し網漁業の漁労体数は 60％程度まで減少し、逆にＣＰＵＥ（漁獲量 /操

業日数）は 60％程度増加したが、平成１１年以降は、漁労体数に大きな変化

はないものの、ＣＰＵＥはピーク時の 50％程度まで低下していることから資

源量は極めて低位であるものと推察される。  

瀬戸内海機船船びき網漁業及びいわし機船船びき網漁業

のCPUEと漁労体数の推移（燧灘）
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イ  資源管理措置  

流し網漁業  

燧灘で主にサワラを漁獲しているさわら流し網漁業においては、サワラ瀬

戸内海系群資源回復計画に基づく取組として、別紙 7の取組を平成 14年から

実践しており、16年まで漁獲量の増加傾向がみられたが、17年から減少傾向

に転じ、平成 20年には漁獲量が 100トン程度まで減少している。再度、資源

の増大を図るため、「公的措置」の遵守と併せて、別紙 1の「自主的管理措置」

に取り組む必要がある。また、さごし流し網漁業についても、サワラ瀬戸内

海系群資源回復計画に基づく措置として取り組む必要がある。  

 

（３）イカナゴ  

 ア  資源及び漁業の状況  

イカナゴの漁獲量は、昭和 50年の約 1,200トンをピークとして急減してお

り、近年（平成 15年以降）は 50トン程度の極めて低位な状態で推移している。  

平成元年から平成 18年までの間に、燧灘のイカナゴ漁獲の中心を占める袋

さわら漁獲量の推移（燧灘）
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待網漁業の漁労体数は 55％程度まで減少し、ＣＰＵＥ（漁獲量 /操業日数）

も 40％程度まで低下していることから資源量は極めて低位であるものと推

察される。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ  資源管理措置  

 袋待網漁業  

近年（平成 15年以降）の漁獲量はピーク時の 5％以下（ 50ｔ程度）の低位

で推移しており、資源量も低位にあることから、喫緊に資源の増大を図る必

要があるため「公的措置」の遵守と併せて、別紙 1の「自主的管理措置」に

取り組む必要がある。  

 

（４）マダコ  

 ア  資源及び漁業の状況  

マダコの漁獲量は、昭和 41年から 61年では 300トンから 600トンまでの範囲

で推移し、平成 10年の 1,200トンをピークとして、近年（平成 15年以降）は

900トン前後で推移している。  
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燧灘で、主にマダコを漁獲する漁業種類は、たこつぼ漁業と小型機船底び

き網漁業であるが、たこつぼ漁業ではタコ類、特にマダコを主に漁獲するこ

とから、適切な資源管理措置を講ずる必要がある。  

近年（平成 15年以降）のタコ類の漁獲量は、昭和 40年から 50年代の概ね 2

倍に当たる 900ｔ前後で安定して推移しており、たこつぼ漁業の漁労体数は

平成元年から平成 17年までに 70％程度まで減少したがＣＰＵＥ（漁獲量 /操

業日数）は同水準で推移していることから一定の資源量は維持できていると

推察される。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

イ資源管理措置  

たこつぼ漁業  

今後も適切な資源状態を維持するため、「公的措置」の遵守と併せて、別

紙 1の「自主的管理措置」に取り組む必要がある。  

 

【漁業種類別資源管理】  

（１）小型機船底びき網漁業  

ア  資源及び漁業の状況  
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小型機船底びき網漁業の漁獲量は、昭和 50年代では 1万トン台で推移し、

平成 7年の 1万 6,000トンをピークとして、近年（平成 15年から平成 20年まで）

は 1万トン程度まで緩やかに減少している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成元年から平成 18年までは、漁労体数が 75％程度まで減少しているもの

の、ＣＰＵＥ（漁獲量 /操業日数）は 30％程度増加しており、資源量は一定

水準を維持しているものと推察されるが、今後もこの状態を維持するため、

再生産を念頭に置いた積極的な資源管理の推進が必要である。  

 イ  資源管理措置  

小型機船底びき網漁業では、長期的な資源の維持を図るためには再生産を

念頭に置いた資源造成（親魚保護）が必要である。当該漁業による魚種別の

資源管理は困難であるため、漁業種類で包括的に資源管理を行うこととし、

「公的措置」の遵守と併せて、別紙 1の「自主的管理措置」に取り組む必要

がある。  

 

小型機船底びき網漁業漁獲量の推移（燧灘）
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CPUE(漁獲量/操業日数) 漁労体数

（２）ごち網漁業  

 ア  資源及び漁業の状況  

ごち網漁業の漁獲量は、昭和 40年代では 100トン程度、昭和 50年から平成 4

年では 150トンから 200トン程度で推移し、平成 5年から 14年には 120トンから

270トンまで増加したが、それ以降は減少傾向に転じ、平成 18年は 200トン程

度まで減少している。  

平成元年から平成 18年までの間に漁労体数が 60％程度まで減少している

ものの、ＣＰＵＥ（漁獲量 /操業日数）は逆に 50％程度増加しており、漁獲

対象の資源量は一定水準を維持しているものと推察されるが、今後もこの状

態を維持するため、再生産を念頭に置いた積極的な資源管理の推進が必要で

ある。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ  資源管理措置  

ごち網漁業では、近年（平成 15年から平成 20年まで）のＣＰＵＥは減少し

ていないものの、長期的な資源の維持を図るためには再生産を念頭に置いた

ごち網漁業漁獲量の推移（燧灘）

0

50

100

150

200

250

300

S41 S46 S51 S56 S61 H3 H8 H13 H18

漁
獲

量
（
ｔ）



 15 

資源造成（親魚保護）が必要である。当該漁業による魚種別の資源管理は困

難であるため、漁業種類で包括的に資源管理を行うこととし、「公的措置」

の遵守と併せて、別紙 1の「自主的管理措置」に取り組む必要がある。  

 

（３）刺し網漁業  

 ア  資源及び漁業の状況  

刺し網漁業の漁獲量は、マイワシが多獲された平成 8年から平成 10年まで

を除いて 2,000トン前後で推移しており大きな変動はない。漁労体数は、平

成元年から平成 10年まで同程度で推移した後、平成 11年から平成 18年までの

間に 60％程度まで低下したが、ＣＰＵＥは平成 8年から平成 10年までを除い

て大きな変動はないことから、資源量は一定の水準を維持しているものと推

察される。今後もこの状態を維持するため、再生産を念頭に置いた積極的な

資源管理の推進が必要である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

刺し網漁業漁獲量の推移（燧灘）
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イ  資源管理措置  

刺し網漁業では、近年（平成 15年から平成 20年まで）のＣＰＵＥは減少し

ていないものの、長期的な資源の維持を図るためには再生産を念頭に置いた

資源造成（親魚保護）が必要である。当該漁業による魚種別の資源管理は困

難であるため、漁業種類で包括的に資源管理を行うこととし、「公的措置」

の遵守と併せて、別紙 1の「自主的管理措置」に取り組む必要がある。  

 

（４）小型定置網漁業  

 ア  資源及び漁業の状況  

小型定置網漁業の漁獲量は、昭和 60年から平成 13年ころまでは 900トン前

後で推移していたが、平成 14年以降は減少傾向に転じ、平成 20年では 500ト

ン程度まで減少している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成元年から平成 11年までは、漁労体数が 80％程度まで減少し、ＣＰＵＥ

（漁獲量 /漁労体数）は増加傾向にあったが、平成 11年以降の漁労体数は減

少傾向にあるもののＣＰＵＥはピーク時（平成 7年）の 65％程度に低下して

小型定置網漁業漁獲量の推移（燧灘）
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いることから資源量は減少傾向にあるものと推察される。  

 イ  資源管理措置  

小型定置網漁業では、漁獲対象資源が減少傾向にあることから、資源の増

大を図る必要があるが、当該漁業による魚種別の資源管理は困難であるため、

漁業種類で包括的に資源管理を行うこととし、「公的措置」の遵守と併せて、

別紙 1の「自主的管理措置」に取り組む必要がある。  

 

（５）一本釣り漁業  

 ア  資源及び漁業の状況  

一本釣り漁業の漁獲量は、昭和 40年代では 900トン台で推移し、昭和 52年

の 1,600トンをピークとして、増減を繰り返したものの、近年（平成 15年か

ら平成 20年まで）は 900トン前後で推移している。  

 

一本釣り漁業漁獲量の推移（燧灘）
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一本釣り漁業のCPUEと漁労体数の推移（燧灘）
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平成元年から平成 15年までは、漁労体数が同程度で推移し、ＣＰＵＥ（漁

獲量 /操業日数）は増加傾向にあったが、平成 16年以降は漁労体数が減少傾

向にあるもののＣＰＵＥは高水準を維持していることから漁獲対象となる

資源量は一定水準にあるものと推察される。ただし、一本釣り漁業は自由漁

業であり、公的な規制がないことから長期的な資源維持を図るため計画的な

資源管理が必要である。  

 イ  資源管理措置  

近年（平成 15年から平成 20年まで）の全体の漁獲量は概ね 900トンで推移

しており、今後もこの状態を維持する必要があるが、当該漁業による魚種別

の資源管理は困難であるため、漁業種類で包括的に資源管理を行うこととし、

「公的措置」の遵守と併せて、別紙 1の「自主的管理措置」に取り組む必要

がある。  

 

（６）延なわ漁業  

 ア  資源及び漁業の状況  

延なわ漁業の漁獲量は、昭和 40年代から昭和 60年代までは 200トンから 400

トン、平成元年から平成 10年までの間は 600トン以上の漁獲量を維持してい

たが、それ以降は減少傾向に転じ、近年（平成 15年から平成 20年まで）はピ

ーク時の 25％程度となる 200トン前後で推移している。  

平成元年から平成 7年までは、漁労体数、ＣＰＵＥとも一定水準を維持し

ていたが、それ以降は、漁労体数の減少と同様にＣＰＵＥも減少しており、

漁獲対象の資源量は大幅に減少しているものと推察される。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

延なわ漁業漁獲量の推移（燧灘）
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イ  資源管理措置  

延なわ漁業では、近年（平成 15年から平成 20年まで）の全体の漁獲量がピ

ーク時の 25％となる 200トン程度まで減少し、ＣＰＵＥも急減していること

から対象資源の回復が急務であるが、当該漁業による魚種別の資源管理は困

難であるため、漁業種類で包括的に資源管理を行うこととし、「公的措置」

の遵守と併せて、別紙 1の「自主的管理措置」に取り組む必要がある。  

 

（７）かご漁業  

 ア  資源及び漁業の状況  

かご漁業の漁獲量は、平成 7年の 60トンから 30トン程度まで減少したが、

近年（平成 15年以降）では 40トン前後で推移している。  

平成 7から平成 18年までの間に、漁労体数は増減しているもののＣＰＵＥ

は同水準を維持していることから漁獲対象となる資源量は一定水準にある

ものと推察される。ただし、かご漁業は産卵に来遊した親魚を短期的にかつ、

集中的に漁獲する場合が多く、長期的に資源を維持するためには、再生産を

念頭に置いた適切な資源管理が求められる。  
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 イ  資源管理措置  

かご漁業については、対象魚種の来遊や許可期間に合わせて短期間に集中

的な操業が実施されることや、対象魚種の漁獲可能な範囲が極めて限定され

ることから、漁獲圧が高くなりすぎると当該海域の資源を著しく低下させる

危険性が高い。このため、漁獲圧の低減を図り、資源状態を維持する必要が

あることから、「公的措置」の遵守と併せて、別紙 1の「自主的管理措置」に

取り組む必要がある。  

 

（８）採貝・採藻漁業  

 ア  資源及び漁業の状況  

採貝・採藻漁業の漁獲量は、平成 2年に 680トン程度あったが、それ以降は、

漁獲量が急減しており、近年（平成 15年以降）では 150トン前後で推移して

いる。  

平成元年から平成 18年までの間に、漁労体数は 20％程度まで減少し、ＣＰ

ＵＥは平成元年から平成 9年までに一時低下したものの平成 13年以降は増加

傾向にあることから一定の資源水準は維持しているものと推察される。  
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イ  資源管理措置  

海藻類を含む磯根資源は、人為的な資源の管理が容易である半面、漁獲圧

が高まると短期間で資源の枯渇につながることから、再生産を念頭に置いた

計画的な資源管理が求められる。  

今後もこの状態を維持するため、「公的措置」の遵守と併せて、別紙 1の「自

主的管理措置」に取り組む必要がある。  

 

 

２   伊予灘海域  

伊予灘の本指針における対象漁業の漁業漁獲量は、昭和 59 年の 2 万 7,000

トンをピークに平成 12 年ころまで緩やかな減少傾向にあったが、近年（平

成 15 年以降）は、概ね 1 万 8,000 トンで推移している。  

平成元年から平成 18年までの間に漁労体数が 60％程度に減少しているが、

ＣＰＵＥ（漁獲量 /操業日数）は 75kg/日程度を推移しており、漁船漁業全体で

は一定の資源水準を維持しているものと推察される。今後、長期的な資源の維

持を図るため、各魚種、各漁業種類で状況に応じた適切な資源管理を実践する

必要がある。  

漁業種類は、主に①小型機船底びき網漁業、②機船船びき網漁業、③ごち

網漁業、④流し網漁業、⑤刺し網漁業、⑥かご漁業、⑦たこつぼ漁業、⑧延

なわ漁業、⑨小型定置網漁業、⑩一本釣り漁業、⑪採貝・採藻漁業で構成さ

れている。  
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本指針では、伊予灘海域で営まれている知事許可漁業、共同漁業権漁業及

び自由漁業について、操業の形態、漁業の規模等を勘案して、次の魚種別資

源管理で（ 1）から（ 3）まで、漁業種類別資源管理で（ 1）から（ 8）までの

漁業種類に区分し、「自主的管理措置」を別紙 1のとおり、地域実態に応じて

機動的に取り組むものとし、それぞれの措置の実施確認については、第 3の

その他に因ることとする。  

なお、各漁業の区分に含まれる漁業の名称等は別紙 5 のとおりとする。  

 

 

 

【魚種別資源管理】  

（１）カタクチイワシ（シラスを含む）  

 ア  資源及び漁業の状況  

カタクチイワシの漁獲量は、全般的に増加傾向を示し、平成 12年の約 8,500

トンをピークに、近年（平成 15年から平成 20年まで）は、約 7,000トンで推

移している。  

伊予灘全体の漁獲量の推移（伊予灘）
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   平成元年以降は伊予灘のカタクチイワシ漁獲をしているいわし機船船び

き網漁業の漁労体数やＣＰＵＥ（漁獲量 /操業日数）に減少傾向は認められ

ず、漁獲量も増加傾向にあることから一定の資源水準は維持できているもの

と推察される。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ  資源管理措置  

  機船船びき網漁業  

伊予灘で主にカタクチイワシを漁獲している、いわし機船船びき網漁業で

は、これまでも操業時間の制限や休漁などの資源管理の取組を実践しており、

今後も現在の資源水準を維持するため、「公的措置」の遵守と併せて、別紙 2

の「自主的管理措置」に取り組む必要がある。  

 

（２）サワラ  

かたくちいわし漁獲量の推移（伊予灘）
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 ア  資源及び漁業の状況  

さわら流し網漁業の漁獲量は、昭和 53年の 490トンをピークに以降は減少

し、平成 10年には 14トンまで激減したが、平成 11年以降は増加傾向に転じ、

200トン程度まで漁獲量が回復している。  

伊予灘でサワラの漁獲の大半を占める流し網漁業の漁労体数は平成元年

から平成 10年までの間に 60％まで減少したが、ＣＰＵＥは増加せず漁獲量も

急減していることから同時期に資源量が著しく減少したと考えられる。平成

11年以降は漁労体数に大きな変化はないもののＣＰＵＥは増加傾向にある

ことから資源量は回復傾向にあることが推察される。  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ  資源管理措置  

流し網漁業  

さわら流し網漁業については、対象魚種はサワラであるが、広域回遊種の

ため漁獲量は、春季の来遊状況、発生状況、生育状況等により毎年変動する。  
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このため、サワラを漁獲対象とする当該漁業においては、サワラ瀬戸内海

系群資源回復計画に基づく取組として、別紙 9の取組を平成 14年から実践し

ており、以降は漁獲量の増加傾向が見られていることから、さらに資源の増

大を図るため、「公的措置」の遵守と併せて、別紙 2の「自主的管理措置」に

取り組む必要がある。  

 

（３）マダコ  

 ア  資源及び漁業の状況  

マダコの漁獲量は、変動が大きく、昭和 41年から平成 5年ころまでは、400

から 1,200トンの範囲で増減している。平成 6から 11年の間は 1,300から 1,500

トンの範囲で安定した漁獲があったが、それ以降は減少傾向を示し、近年（平

成 15年以降）は 400から 600トンの範囲で推移している。  

平成元年から平成 17年までの間にたこつぼ漁業の漁労体数は 65％程度に

減少し、ＣＰＵＥ（漁獲量 /操業日数）も 50％程度まで低下していることか

ら資源量も減少していることが推察される。  
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イ  資源管理措置  

たこつぼ漁業  

資源の増大を図るため、主にマダコを漁獲するたこつぼ漁業の資源管理を

推進することとし、「公的措置」の遵守と併せて、別紙 2の「自主的管理措置」

に取り組む必要がある。  

 

【漁業種類別資源管理】  

（１）小型機船底びき網漁業  

 ア  資源及び漁業の状況  

小型機船底びき網漁業の漁獲量は、昭和 50年から平成 6年ころまでは 8,000

トン前後を推移したが、平成 7年以降に減少がみられ、近年（平成 15年から

平成 20年まで）は 5,500トン程度で推移している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成元年から平成 18 年までの間に漁労体数は 70％程度まで減少し、ＣＰ

ＵＥ（漁獲量 /操業日数）も同程度まで低下していることから、資源量は減
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少しているものと推察される。  

 イ  資源管理措置  

小型機船底びき網漁業では、近年（平成 15年から平成 20年まで）の漁獲対

象の資源量が減少していることから資源の増大を図る必要があるが、当該漁

業による魚種別の資源管理は困難であるため、漁業種類で包括的に資源管理

を行うこととし、「公的措置」の遵守と併せて、別紙 2の「自主的管理措置」

に取り組む必要がある。  

 

（２）ごち網漁業  

 ア  資源及び漁業の状況  

ごち網漁業の漁獲量は、昭和 40年代、50年代で 200トンから 400トン、昭和

60年以降は、 400トンから 600トンの間で推移している。  

平成元年から平成 18年までの間に漁労体数は 70％程度まで減少している

が、ＣＰＵＥ（漁獲量 /操業日数）は増減があるものの近年（平成 16から）

は増加傾向にあることから、資源量は一定水準を維持しているものと推察さ

れる。  
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 イ  資源管理措置  

ごち網漁業では、長期的な資源の維持を図るため再生産を念頭に置いた資

源管理が必要である。当該漁業による魚種別の資源管理は困難であるため、

漁業種類で包括的に資源管理を行うこととし、「公的措置」の遵守と併せて、

別紙 2の「自主的管理措置」に取り組む必要がある。  

 

（３）刺し網漁業  

 ア  資源及び漁業の状況  

刺し網漁業の漁獲量は、昭和 40年代は 900トン前後で推移し、50年以降は、

59年の 1,700トンをピークとして減少傾向にあり、近年（平成 17、 18）の漁

獲量がピーク時の 1/2程度（ 800トン）まで減少している。  

平成元年から平成 18年までの間に漁労体数は 50％程度まで減少しており、

ＣＰＵＥは平成 14年をピークに減少していることから近年（平成 15年以降）

の漁獲対象の資源量も減少傾向にあるものと推察される。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

刺し網漁業漁獲量の推移（伊予灘）
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 イ  資源管理措置  

刺し網漁業の中で、八幡浜漁協磯津支所及び長浜町漁協に所属する漁業者

が実施する磯建網漁業では、これまでも愛媛県伊予灘マコガレイ資源回復計

画に基づき、別紙 7の取組を実践しており、減少が続いていた伊予灘のマコ

ガレイ漁獲量は平成 18年度以降、 9ｔ程度まで資源が回復している。  

近年（平成 15年から 18）の刺し網漁業全体の漁獲量は 900トン程度であり、

資源量は減少傾向にあるため今後は、資源量の増大を図る必要があるが、当

該漁業による魚種別の資源管理は困難であるため、漁業種類で包括的に資源

管理を行うこととし、「公的措置」の遵守と併せて、別紙 2の「自主的管理措

置」に取り組む必要がある。  

 

（４）小型定置網漁業  

 ア  資源及び漁業の状況  

小型定置網漁業の漁獲量は、昭和 40年代は 30トン、 50年代は 100トンをピ

ークに増減を繰り返した後、平成 13年ころまでは 130トン程度で推移したが、

近年（平成 15年以降）では 100トン程度まで減少している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小型定置網漁業漁獲量の推移（伊予灘）
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漁労体数は、平成元年から 12年まで同程度であったが、ＣＰＵＥ（漁獲量

/漁労体数）は平成 4年から急減していることや平成 13以降に漁労体数が減少

してもＣＰＵＥの増加がみられない（平成 14年及び平成 15年）ことから漁獲

対象の資源量は減少しているものと推察される。  

 イ  資源管理措置  

小型定置網漁業については、漁獲対象資源の増大を図る必要があるが、当

該漁業による魚種別の資源管理は困難であるため、漁業種類で包括的に資源

管理を行うこととし、「公的措置」の遵守と併せて、別紙 2の「自主的管理措

置」に取り組む必要がある。  

 

（５）一本釣り漁業  

 ア  資源及び漁業の状況  

一本釣り漁業の漁獲量は、昭和 40 年代では 2,000 トン程度で推移し、昭

和 52 年から平成 17 年まで 2,200 トンから 3,100 トンの範囲で推移している。

近年（平成 18 年から平成 20 年まで）は減少傾向を示し、平成 20 年では 2,000

トンを下回っている。  

平成 8 年以降の漁労体数は同水準が維持されているものの、ＣＰＵＥ（漁

獲量 /操業日数）も平成 8 年をピークに緩やかに低下しており、漁獲対象の

資源量は減少傾向にあるものと推察される。  
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イ  資源管理措置  

一本釣り漁業は、漁獲対象の資源量が減少傾向にあるため、回復の措置が

必要であるが、当該漁業による魚種別の資源管理は困難であるため、漁業種

類で包括的に資源管理を行うこととし、「公的措置」の遵守と併せて、別紙 2

の「自主的管理措置」に取り組む必要がある。  

 

（６）延なわ漁業  

 ア  資源及び漁業の状況  

延なわ漁業の漁獲量は、昭和 40年代は 350トン前後を推移し、昭和 50年か

ら昭和 63年までの間は昭和 59年の約 700トンをピークに 400トンから 700トン

までを増減した。平成元年に一時的に 800トンまで増加したが、以降は減少

し、近年（平成 15年から平成 20年まで）は 400トン前後で推移している。  

平成元年から平成 18年までの間に漁労体数は 65％程度まで減少している

ものの、近年（平成 15年以降）のＣＰＵＥもピーク時（平成 12年）の 70％程

度まで低下していることから漁獲対象の資源量は減少傾向にあるものと推

察される。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 延なわ漁業漁獲量の推移（伊予灘）

0

200

400

600

800

S41 S46 S51 S56 S61 H3 H8 H13 H18

漁
獲

量
（
ｔ）

一本釣り漁業のCPUEと漁労体数の推移（伊予灘）

0

5

10

15

20

25

H1 H6 H11 H16

漁
獲

量
（
k
g
）
/
操

業
日

数

 0

 300

 600

 900

1 200

1 500

漁
労

体
数

CPUE(漁獲量/操業日数) 漁労体数



 32 

0

50

100

150

200

250

0 

15 

30 

45 

60 

H1 H6 H11 H16

漁
労

体
数

漁
獲

量
（
k
g
）
/
操

業
日

数

延なわ漁業のCPUEと漁労体数の推移（伊予灘）

CPUE(漁獲量/操業日数) 漁労体数

かご漁業漁獲量の推移（伊予灘）

0

15

30

45

60

H7 H12 H17

漁
獲

量
（
ｔ）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

イ  資源管理措置  

延なわ漁業では、近年（平成 15年から平成 20年まで）の漁獲量がピーク時

（平成元年）の 50％程度まで低下し、漁獲対象資源も減少していることから

資源の増大を図る必要があるが、当該漁業による魚種別の資源管理は困難で

あるため、漁業種類で包括的に資源管理を行うこととし、「公的規制」の遵

守と併せて、別紙 2の「自主的管理措置」に取り組む必要がある。  

 

（７）かご漁業  

 ア  資源及び漁業の状況  

かご漁業の漁獲量は、平成 10年の 55トンから減少傾向にあり、近年（平成

16以降）では 10トン前後で推移している。  

平成元年から平成 18 年までの間に漁労体数は 85％程度まで減少している

が、ＣＰＵＥ（漁獲量 /操業日数）は平成 10 年のピーク時に対して 20％程

度まで急減しており、資源量は大幅な減少傾向にあるものと推察される。  
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イ  資源管理措置  

かご漁業については、対象魚種の来遊や許可期間にあわせて短期間に集中

的な操業が実施されることや、対象魚種の漁獲可能な範囲が極めて限定され

ることから、漁獲圧が強くなりすぎると当該海域の資源を著しく低下させる

危険性が高い。当該漁業の漁獲対象資源は、大幅に減少しており漁獲圧の低

減を図り、早急に資源を回復する必要があることから、「公的措置」の遵守

と併せて、別紙 2の「自主的管理措置」に取り組む必要がある。  

 

（８）採貝・採藻漁業  

 ア  資源及び漁業の状況  

採貝・採藻漁業の漁獲量は、昭和 61年のピーク時に 1,900トン程度であっ

たが、それ以降の漁獲量は緩やかに減少しており、近年（平成 15年以降）で

は 1,000トン前後で推移している。  

平成元年から平成 18年までの間に、漁労体数は 40％程度まで減少している

が、ＣＰＵＥ（漁獲量 /漁労体数）は 17年以降に増加傾向を示しており、一

定の資源水準は維持できているものと推察される。  
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イ  資源管理措置  

海藻類を含む磯根資源は、人為的な資源の管理が容易である半面、漁獲圧

が高まると短期間で資源の枯渇に繋がることから、再生産を念頭に置いた計

画的な資源管理が求められる。  

今後もこの状態を維持するため、「公的措置」の遵守と併せて、別紙 2の「自

主的管理措置」に取り組む必要がある。  

 

３  宇和海海域  

宇和海の本指針における対象漁業の漁業漁獲量は、昭和 59 年の 12 万 9 千

トンをピークに平成 7 年ころまで減少傾向にあったが、近年（平成 15 年以

降）は、概ね 5 万 5 千トン前後で推移しており、大中型まき網漁業が 50％

程度を占めている。  

平成元年以降、漁労体数が約 4,700から 3,300に減少しているがＣＰＵＥ

（漁獲量 /操業日数）も 300kg/日から 230kg/日程度に低下しており、資源量

全般の減少が懸念されるため、各魚種、各漁業種類で状況に応じた適切な資

源管理を実践する必要がある。  
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漁業種類は、①小型機船底びき網漁業、②機船船びき網漁業、③ごち網漁

業、④小型まき網漁業、⑤流し網漁業、⑥刺し網漁業、⑦袋待網漁業、⑧か

ご漁業、⑨たこつぼ漁業、⑩延なわ漁業、⑪小型定置網漁業、⑫一本釣り漁

業、⑬採貝・採藻漁業で構成されている。  

本指針では、宇和海海域で営まれている知事許可漁業、共同漁業権漁業及

び自由漁業について、操業の形態、漁業の規模等を勘案して、次の魚種別資

源管理で（ 1）から（ 3）まで、漁業種類別資源管理で（ 1）から（ 9）までの

漁業種類に区分し、「自主的管理措置」を別紙 3のとおり、地域実態に応じて

機動的に取り組むものとし、それぞれの措置の実施確認については、第 3の

その他に因ることとする。  

なお、各漁業の区分に含まれる漁業の名称等は別紙 6 のとおりとする。  

 

【魚種別資源管理】  

 

（１）カタクチイワシシラス  

 ア  資源及び漁業の状況  

カタクチイワシシラスは、いわし、あじ、さば機船船びき網漁業とすくい

網漁業で主に漁獲されており、昭和 58年には 8,000トン以上の漁獲量があっ

たが、平成 6年以降は減少し、近年（平成 15年から平成 21年まで）では 1,000

トン前後の低位な状態が続いている。  
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すくい網漁業では、平成 7から平成 18年までの間に漁労体数に減少はなく、

ＣＰＵＥの変動は大きいものの減少傾向は認められず、漁獲規模の大きい、

機船船びき網漁業では漁労体数の増加に伴いＣＰＵＥ（漁獲量 /操業日数）

が大幅に減少していることから資源量は低位であるものと推察される。  
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イ  資源管理措置  

漁獲量は、親魚の来遊状況、発生状況、生育状況等により、比較的大きな

変動幅を示し、全般的には低下傾向で推移している。また、近年（平成 15

年から平成 20年まで）の漁獲量も、低位で推移しており、資源量の増大、安

定化が求められる。  

なお、シラス期以降（主に体長 10ｃｍ以上）のカタクチイワシについては、

まき網漁業が大半を漁獲しているが、マアジ、マサバとの混獲によるもので

あることから、漁業種類別資源管理により対処することとする。  

機船船びき網漁業  

いわし、あじ、さば機船船びき網漁業では、これまでも操業時間の制限や

休漁などの資源管理の取組を実践しているが、漁獲対象資源の減少が著しい

ことから、「公的措置」の遵守と併せて、別紙 3の「自主的管理措置」に取り

組む必要がある。  

すくい網漁業  

 すくい網漁業は、集魚灯を使用して集中的に漁獲することから漁獲努力量

の大小が資源量に与える影響が大きいため、「公的措置」の遵守と併せて、

別紙 3の「自主的管理措置」に取り組む必要がある。  

 

（２）サワラ  

 ア  資源及び漁業の状況  

サワラの漁獲量は、昭和 56年の 330トンをピークに以降は減少し、平成 8

年には 7トンまで激減したが、以後は増加傾向に転じ、平成 20年には 200トン

程度まで漁獲量が回復している。  

宇和海でサワラの漁獲の中心を占める流し網漁業のＣＰＵＥは、平成 11

年以降に増加傾向であり、資源量は回復傾向にあることが推察されるが、近

年、漁獲サイズが小型化しており、今後は、資源造成（親魚保護）を念頭に

置いた資源管理の実践が必要である。  
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イ  資源管理措置  

流し網漁業  

サワラを漁獲対象とする当該漁業においては、サワラ瀬戸内海系群資源回

復計画に基づく取組として、別紙 7の取組を平成 14年から実践しており、以

降は漁獲量の増加傾向が見られているが、漁獲サイズが小型化しており、親

魚保護による長期的な資源の維持を図るため、「公的措置」の遵守と併せて、

別紙 3の「自主的管理措置」に取り組む必要がある。  

（３）マダコ  

 ア資源及び漁業の状況  

昭和 48年から 51年までの間は一時的に 450から 600トンの多獲があったが、

それ以外の期間は 150トン以下の範囲を示し、近年（平成 15年以降）では 50

トン程度を推移している。  
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ＣＰＵＥ（漁獲量 /操業日数）は同水準で推移していることから一定の資

源量は維持できていると推察される。  

イ  資源管理措置  

たこつぼ漁業ではマダコを主に漁獲することから、資源量を長期的に維持

するためには、適切な資源管理措置を講ずる必要がある。  

たこつぼ漁業  

近年（平成 15年以降）ＣＰＵＥは一定の水準で推移していることから、今

後もこの状態を維持するため、「公的措置」の遵守と併せて、別紙 3の「自主

的管理措置」に取り組む必要がある。  

 

【漁業種類別資源管理】  

（１）小型機船底びき網漁業  

 ア  資源及び漁業の状況  

小型機船底びき網漁業の漁獲量は、昭和 55年ころまでは 3,000から 4,000

トンの間を推移したが、それ以降は緩やかに減少し、平成 3年以降は 1,500

トン前後を推移している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

たこつぼ漁業のCPUEと漁労体数の推移（宇和海）
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平成元年から平成 18年までの間に漁労体数が 70％程度まで減少している

ものの、ＣＰＵＥ（漁獲量 /操業日数）は同水準であることから漁獲対象の

資源量は一定水準を維持しているものと推察される。ただし、近年、漁獲サ

イズが小型化しており、再生産を念頭に置いた資源造成（親魚保護）の観点

から積極的な資源管理が望まれる。  

 イ  資源管理措置  

小型機船底びき網漁業では、長期的な資源の維持を図るため再生産を念頭

に置いた資源造成（親魚保護）が必要である。当該漁業による魚種別の資源

管理は困難であるため、漁業種類で包括的に資源管理を行うこととし、「公

的措置」の遵守と併せて、別紙 3の「自主的管理措置」に取り組む必要があ

る。  

 

（２）まき網漁業（中型・小型まき網漁業）  

 ア  資源及び漁業の状況  

まき網漁業の漁獲量は、昭和 60年までは 30,000トン前後を推移していたが、

61年から平成 7年に急激に減少し、平成 8年以降は、 1万 5,000トンから 2万ト

ンの間で推移している。  

平成元年から平成 18年までの間に漁労体数が 60％程度まで減少している

が、逆に近年（平成 15年以降）のＣＰＵＥ（漁獲量 /操業日数）は増加傾向

にあることから資源量は一定水準を維持しているものと推察される。今後も

この状態を維持するため、再生産を念頭に置いた積極的な資源管理の推進が

必要である。  

 

 

小型機船底びき網漁業のCPUEと漁労体数の推移（宇和海）

0

30

60

90

120

150

H1 H6 H11 H16

漁
獲

量
（
k
g
）
/
操

業
日

数

 0

 20

 40

 60

 80

 100

 120

漁
労

体
数

CPUE(漁獲量/操業日数) 漁労体数



 41 

0

20

40

60

80

100

0 

1 

2 

3 

H1 H6 H11 H16

漁
労

体
数

漁
獲

量
（
ｔ）

/
操
業

日
数

まき網漁業のCPUEと漁労体数の推移（宇和海）

CPUE(漁獲量/操業日数) 漁労体数

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 イ  資源管理措置  

まき網漁業では、長期的な資源の維持を図るためには再生産を念頭に置い

た資源造成（親魚保護）が必要である。当該漁業による魚種別の資源管理は

困難であるため、漁業種類で包括的に資源管理を行うこととし、「公的措置」

の遵守と併せて、別紙 3の「自主的管理措置」に取り組む必要がある。  

   

（３）刺し網漁業  

 ア  資源及び漁業の状況  

刺し網漁業の漁獲量は、昭和 59年まで急激な増加が見られ、ピーク時の昭

和 58年には約 1,600トンとなったが、昭和 60年に 700トン程度に急減し、近年

（平成 18年から平成 20年まで）は 500トン程度まで減少している。  
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平成元年から平成 18 年までの間に漁労体数が 40％程度まで減少している

が、ＣＰＵＥは概ね同水準を推移していることから一定の資源水準を維持し

ているものと推察される。  

 イ資源管理措置  

刺し網漁業では、長期的な資源の維持を図るため、再生産を念頭に置いた

資源造成（親魚保護）につながる資源管理が必要である。  

当該漁業による魚種別の資源管理は困難であるため、漁業種類で包括的に

資源管理を行うこととし、「公的措置」の遵守と併せて、別紙 3の「自主的管

理措置」に取り組む必要がある。  

 

（４）敷網漁業  

 ア  資源及び漁業の状況  

敷網漁業の漁獲量は、昭和 59年の約 1,200トンをピークに昭和 51年から平

成 8年までの間に増減した後、平成 9年以降は約 250トンで推移しており、ピ

刺し網漁業漁獲量の推移（宇和海）
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ーク時の 20％程度であることから漁獲対象資源量も減少しているものと推

察される。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ  資源管理措置  

敷網漁業では、漁獲対象資源を増加させる必要があるが、当該漁業による

魚種別の資源管理は困難であるため、漁業種類で包括的に資源管理を行うこ

ととし、「公的措置」の遵守と併せて、別紙 3の「自主的管理措置」に取り組

む必要がある。  

 

（５）小型定置網漁業（定置漁業も含む。）  

 ア  資源及び漁業の状況  

小型定置網漁業の漁獲量は、昭和 51年から 59年ころまでは 200トン前後で

推移していたが、昭和 60年から平成 13年の間は平成 3年の 400トンをピークに

増減し、以降は 100トン程度まで減少している。  
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平成元年から 6年までに漁労体数は、 65％程度まで減少し、ＣＰＵＥ（漁

獲量 /漁労体数）も平成 8年以降は低下していることから漁獲対象の資源量は

減少傾向にあるものと推察される。  

 イ資源管理措置  

小型定置網漁業（定置漁業も含む。）では、漁獲対象資源の増大を図る必

要があるが、当該漁業による魚種別の資源管理は困難であるため、漁業種類

で包括的に資源管理を行うこととし、「公的措置」の遵守と併せて、別紙 3

の「自主的管理措置」に取り組む必要がある。  

 

（６）一本釣り漁業  

 ア  資源及び漁業の状況  

一本釣り漁業の漁獲量は、昭和 59年までは 4,000トンから 5,000トンで推移

し、昭和 60から平成元年にかけて 1万 2,000トンまで一時的に増加したが、以

後は減少傾向を示し、近年（平成 18年から平成 20年までの間）では 2,000ト

ン程度まで低下している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小型定置網漁業のCPUEと漁労体数の推移（宇和海）
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平成元年から平成 18年までの間に、漁労体数が 65％程度まで減少している

ものの、ＣＰＵＥ（漁獲量 /操業日数）は逆に 65％程度増加しており、資源

量は一定水準を維持しているものと推察される。ただし、漁協への聞き取り

によると近年、漁獲サイズが小型化しており、長期的な資源維持の観点から

再生産を念頭に置いた親魚保護（造成）に繋がる資源管理の推進が望まれる。 

 イ資源管理措置  

一本釣り漁業では、近年（平成 15年から平成 20年までの間）のＣＰＵＥは

減少していないものの、長期的な資源の維持を図るためには再生産を念頭に

置いた資源造成（親魚保護）が必要である。当該漁業では、魚種別の資源管

理は困難であるため、漁業種類で包括的に資源管理を行うこととし、「公的

措置」の遵守と併せて、別紙 3の「自主的管理措置」に取り組む必要がある。  

 

（７）延なわ漁業  

 ア  資源及び漁業の状況  

延なわ漁業の漁獲量は、昭和 51年から昭和 57年までの間は 100トン程度で

推移したが、それ以降は、概ね 100から 250トンの範囲で 5年程度の周期的な

増減を繰り返しており、近年（平成 18年から平成 20年まで）は 200トン前後

で推移している。  

平成元年から平成 18年までの間に、漁労体数が 55％程度まで減少している

ものの、ＣＰＵＥ（漁獲量 /操業日数）は逆に 70％程度増加しており、資源

量は一定水準を維持しているものと推察される。ただし、漁協への聞き取り

によると近年、漁獲サイズが小型化しており、長期的な資源維持の観点から

一本釣り漁業のCPUEと漁労体数の推移（宇和海）
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再生産を念頭に置いた親魚保護（造成）に繋がる資源管理の推進が必要であ

る。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 イ  資源管理措置  

延なわ漁業では、今後も漁獲対象資源の状態を維持する必要があるが、当

該漁業による魚種別の資源管理は困難であるため、漁業種類で包括的に資源

管理を行うこととし、「公的措置」の遵守と併せて、別紙 3の「自主的管理措

置」に取り組む必要がある。  

 

（８）かご漁業  

 ア  資源及び漁業の状況  

かご漁業の漁獲量は、平成 7 から 15 年の間に 300 トン程度で推移してい

たが、近年（平成 16 から）では 250 トン前後で推移している。  

平成 7 年から 9 年に漁労体数は 20％程度増加したが、それ以降は減少傾

延なわ漁業漁獲量の推移（宇和海）

0

50

100

150

200

250

300

S51 S56 S61 H3 H8 H13 H18

漁
獲

量
（
ｔ）



 47 

0

30

60

90

120

150

0 

5 

10 

15 

20 

25 

30 

H7 H12 H17
漁

労
体

数

漁
獲

量
（
k
g
）
/
操

業
日
数

かご漁業のCPUEと漁労体数の推移（宇和海）

CPUE(漁獲量/操業日数) 漁労体数

向にある。ＣＰＵＥ（漁獲量 /操業日数）も平成 13 年以降は低下しており、

漁獲対象となる資源量は減少傾向にあるものと推察される。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

イ  資源管理措置  

かご漁業については、漁獲対象資源の回復が急務であるが、当該漁業によ

る魚種別の資源管理は困難であるため、漁業種類で包括的に資源管理を行う

こととし、「公的措置」の遵守と併せて、別紙 3の「自主的管理措置」に取り

組む必要がある。  

 

（９）採貝・採藻漁業  

 ア  資源及び漁業の状況  

採貝・採藻漁業の漁獲量は、平成 5年のピーク時には 1,500トン程度であっ

たが、それ以降は、平成 12年には 500トン程度まで漁獲量は急減しており、

近年（平成 15年以降）では 1,000トン（平成 18年）をピークに減少している。  

平成元年から平成 18年までの間に漁労体数は 40％程度まで減少しており、
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0

100

200

300

400

H7 H12 H17

漁
獲

量
（
ｔ）



 48 

ＣＰＵＥ（漁獲量 /漁労体数）も平成 12年までは低下したが、それ以降は逆

に増加傾向を示しており、一定の資源水準は維持できているものと推察され

る。  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ  資源管理措置  

海藻類を含む磯根資源は、人為的な資源の管理が容易である半面、漁獲圧

が高まると短期間で資源の枯渇につながることから、再生産を念頭に置いた

計画的な資源管理が求められる。  

今後もこの状態を維持するため、「公的措置」の遵守と併せて、別紙 3の「自

主的管理措置」に取り組む必要がある。  

 

第３  その他  

 

１  特記事項  

 本資源管理指針に倣い、関係する漁業者が資源管理計画を定める場合は、同
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計画に記載される資源管理措置について、各関係漁業者は誠実に履行すること

が必要であるため、資源管理協議会は、別記に記載する手段を用い、その履行

を適切に確認することとし、各関係漁業者及び所属する漁業協同組合は、県が

行う履行確認に積極的に協力しなければならない。  

 また、漁業者の自主的取組と併せて、栽培漁業及び沿岸・沖合域の漁場整備

を始めとするによる資源の積極的な培養、漁場環境の改善を一体的に推進して

いくことで、これまで取り組んできた資源管理の一層の強化を図ることとする。 

 さらに、各関係漁業者は、休漁期間中も含め、種苗放流や漁場整備などの取

組に積極的に参加し、資源の増大に努めるとともに、水質の保全、藻場及び干

潟の保全及び造成、森林の保全及び整備等により漁場環境の改善にも引き続き

取り組む必要がある。  

 別紙 1 に定める自主的資源管理措置のうち、各地域で重点的に取り組む措置

（※を表記）については、関係漁業者は別記に定める関係書類を、その他の措

置については、（所属漁協の組合長）が履行の確認を行った旨を証明する書類

を作成し、愛媛県資源管理・漁場改善協議会に提出することとする。  

 

２  終わりに  

近年、輸送手段と保存方法の発達に伴い、食料品の輸入は進み、食糧自給率

は低下しており、生活スタイルや食習慣の多様化から、魚食離れが進んでいる。 

 国においては、平成 22年 6月 18日に閣議決定された「新成長戦略」において

農林水産業の成 長 産業 化 とし て、食糧自給率 50％の実現に向けて、農林水産

物・食品の輸出額を 2017年までに 2.2倍の 1兆円水準とすることを長期目標に掲

げ、意欲ある漁業者が安心して事業を継続できる環境整備を行うこととしてお

り、水産資源の管理・増大は重要な取組に位置付けられている。  

 本指針を踏まえ、漁業者自らが今後の漁業の在り方について考え、「できる

ことから取り組む」姿勢が必要であり、実践的で効果的な管理計画が策定され

ることを期待する。  
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［  別  紙  １  ］   

 

燧灘海域  

【魚種別資源管理】※は重点的に取り組む措置  

漁業区分  自主的管理措置  漁業地区名 ※ ※  

（１）カタクチイワシ  

ア  瀬戸内海機船船びき

網漁業  

漁期短縮 ※ 、休漁  川之江、三島  

イ  機船船びき網漁業  

 

漁期短縮 ※ 、休漁  

 

新 居 浜 市 大島 、 西 条 市 ひ う

ち、西条市、宮窪町  

休漁 ※ 、漁獲物制限  小部、菊間町  

（２）サワラ  

流し網漁業  漁期 短縮 ※ 、休漁、

漁具規制  

川 之 江 、 三島 、 寒 川 、 土 居

町、新居浜市大島、多喜浜、

新 居 浜 市 垣生 南 部 、 新 居 浜

市 垣 生 、 新居 浜 、 西 条 市 ひ

う ち 、 西 条市 、 壬 生 川 、 河

原津、桜井、今治、宮窪町、

関前村、小部  

（３）イカナゴ  

袋待網漁業  休漁 ※ 、漁獲物制限  川 之 江 、 岩城 生 名 、 桜 井 、

津 倉 、 宮 窪町 、 小 部 、 菊 間

町  

（４）マダコ  

たこつぼ漁業  休漁 ※  川 之 江 、 三島 、 寒 川 、 土 居

町、新居浜市大島、多喜浜、

新 居 浜 市 垣生 南 部 、 新 居 浜

市 垣 生 、 新居 浜 、 西 条 市 ひ

う ち 、 西 条市 、 壬 生 川 、 河

原 津 、 岩 城生 名 、 弓 削 、 魚

島 村 、 桜 井、 今 治 、 大 浜 、

渦 浦 、 津 倉、 宮 窪 町 、 伯 方

町、大三島、関前村、小部、

菊間町  

※※：漁業地区は「知事許可漁業の許可等に関する取扱方針（昭和 44 年 8 月

28 日施行）」第 7 の 7 に規定する漁業協同組合の地区とする。（以下同じ。）  

 

【漁業種類別資源管理】※は重点的に取り組む措置  

漁業区分及び漁業種類  自主的管理措置  漁業地区名  

（１）小型機船底びき網

漁業  

休漁 ※ 、漁獲物制限  川 之 江 、 三島 、 寒 川 、 土 居

町、新居浜市大島、多喜浜、

新 居 浜 市 垣生 南 部 、 新 居 浜

市 垣 生 、 新居 浜 、 西 条 市 ひ

う ち 、 西 条市 、 壬 生 川 、 河

原 津 、 岩 城生 名 、 弓 削 、 魚

島 村 、 桜 井、 今 治 、 大 浜 、
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渦 浦 、 津 倉、 宮 窪 町 、 伯 方

町、関前村、小部、菊間町  

（２）ごち網漁業  休漁 ※ 、漁獲物制限  川 之 江 、 寒川 、 新 居 浜 市 大

島、新居浜市垣生、新居浜、

壬生川、桜井、今治、渦浦、

津 倉 、 宮 窪町 、 関 前 村 、 小

部、菊間町  

（３）刺し網漁業  休漁 ※ 、漁獲物制限  川 之 江 、 三島 、 寒 川 、 土 居

町、新居浜市大島、多喜浜、

新 居 浜 市 垣生 南 部 、 新 居 浜

市 垣 生 、 新居 浜 、 西 条 市 ひ

う ち 、 西 条市 、 壬 生 川 、 河

原 津 、 岩 城生 名 、 弓 削 、 魚

島 村 、 桜 井、 今 治 、 大 浜 、

渦 浦 、 津 倉、 宮 窪 町 、 伯 方

町、大三島、関前村、小部、

菊間町  

（４）小型定置網漁業  操業 期間の短縮 ※ 、

漁獲物制限  

川 之 江 、 三島 、 寒 川 、 土 居

町 、 新 居 浜市 大 島 、 新 居 浜

市 垣 生 、 新居 浜 、 河 原 津 、

岩 城 生 名 、弓 削 、 魚 島 村 、

桜 井 、 今 治、 渦 浦 、 津 倉 、

宮 窪 町 、 伯方 町 、 大 三 島 、

関前村、小部、菊間町  

（５）一本釣り漁業  休漁 ※ 、漁獲物制限  川 之 江 、 三島 、 寒 川 、 土 居

町、新居浜市大島、多喜浜、

新 居 浜 市 垣生 南 部 、 新 居 浜

市 垣 生 、 新居 浜 、 西 条 市 ひ

う ち 、 西 条市 、 壬 生 川 、 河

原 津 、 岩 城生 名 、 弓 削 、 魚

島 村 、 桜 井、 今 治 、 大 浜 、

渦 浦 、 津 倉、 宮 窪 町 、 伯 方

町、大三島、関前村、小部、

菊間町  

（６）延なわ漁業  休漁 ※ 、漁獲物制限  川 之 江 、 三島 、 寒 川 、 土 居

町、新居浜市大島、多喜浜、

新 居 浜 市 垣生 南 部 、 新 居 浜

市 垣 生 、 新居 浜 、 西 条 市 ひ

う ち 、 西 条市 、 壬 生 川 、 河

原 津 、 岩 城生 名 、 魚 島 村 、

桜 井 、 今 治、 大 浜 、 渦 浦 、

津 倉 、 宮 窪町 、 伯 方 町 、 大

三 島 、 関 前村 、 小 部 、 菊 間

町  

（７）かご漁業  休漁 ※ 、漁獲物制限  川 之 江 、 三島 、 寒 川 、 土 居

町、新居浜市大島、多喜浜、

新 居 浜 市 垣生 南 部 、 新 居 浜
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市 垣 生 、 新居 浜 、 西 条 市 ひ

う ち 、 西 条市 、 壬 生 川 、 河

原 津 、 岩 城生 名 、 弓 削 、 魚

島 村 、 桜 井、 今 治 、 大 浜 、

渦 浦 、 津 倉、 宮 窪 町 、 伯 方

町、大三島、関前村、小部、

菊間町  

（８）採貝・採藻漁業  休漁 ※ 、漁獲物制限  川 之 江 、 三島 、 寒 川 、 土 居

町、新居浜市大島、多喜浜、

新 居 浜 市 垣生 南 部 、 新 居 浜

市 垣 生 、 新居 浜 、 西 条 市 ひ

う ち 、 西 条市 、 壬 生 川 、 河

原 津 、 岩 城生 名 、 弓 削 、 魚

島 村 、 桜 井、 今 治 、 大 浜 、

渦 浦 、 津 倉、 宮 窪 町 、 伯 方

町、大三島、関前村、小部、

菊間町  
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［  別  紙  ２  ］  

 

 伊予灘海域  

【魚種別資源管理】※は重点的に取り組む措置  

魚種・漁業区分  自主的管理措置  漁業漁業地区名  

（１）カタクチイワシ  

機船船びき網漁業  休漁 ※ 、操業区域制

限、操業時間制限  

松山市、松山市今出  

休漁 ※ 、操業区域制

限  

北条市  

休漁 ※ 、操業時間制

限  

松前町、伊予、上灘、  

休漁 ※  中島三和  

（２）サワラ  

流し網漁業  漁期 短縮 ※ 、休漁、

漁具規制  

北条市、松山市今出、伊予、

上灘、長浜町、八幡浜  

（３）マダコ  

たこつぼ漁業  漁期 短縮 ※ 、休漁、

漁獲物の制限、漁具

の制限  

松山市今出  

漁期短縮 ※ 、休漁  北 条 市 、 中島 、 松 山 市 、 上

灘、下灘、  

休漁 ※ 、漁獲物の制

限  

中島三和  

休漁 ※  松 前 町 、 伊予 、 長 浜 町 、 三

崎、八幡浜  

 

【漁業種類別資源管理】※は重点的に取り組む措置  

漁業区分及び漁業種類  自主的管理措置  漁業地区名  

（１）小型機船底びき網

漁業  

休漁 ※ 、漁獲物制限  北 条 市 、 中島 、 中 島 三 和 、

和 気 、 高 浜町 、 松 山 市 三 津

浜 、 松 山 市、 松 山 市 今 出 、

松前町  

休漁 ※ 、操業時間制

限  

上灘  

休漁 ※ 、漁具制限  伊予  

休漁 ※  下灘、長浜町、八幡浜  

（２）ごち網漁業  休漁 ※ 、漁獲物制限  北条市、中島、松山市  

休漁 ※  中 島 三 和 、伊 予 、 上 灘 、 下

灘、長浜町、八幡浜  

（３）刺し網漁業  休漁 ※ 、操業区域制

限、漁獲物制限  

北条市、松山市  

休漁 ※ 、漁獲物制限  松山市三津浜  

休漁 ※ 、操業区域制

限  

中島、和気、松山市今出  
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休漁 ※ 、一定区域の

漁期短縮  

長浜町、八幡浜  

休漁 ※  中島三和、高浜町、松前町、

伊予、上灘、下灘、長浜町、

三崎、八幡浜  

（４）小型定置網漁業  休漁 ※ 、漁獲物制限  中 島 、 中 島三 和 、 伊 予 、 長

浜町、三崎、八幡浜  

（５）一本釣り漁業  休漁 ※ 、漁獲物制限  北 条 市 、 中島 、 和 気 、 高 浜

町、松山市三津浜、松山市、

松山市今出、松前町、伊予、

上灘、  

休漁 ※ 、種苗放流  三崎  

休漁 ※  中 島 三 和 、下 灘 、 長 浜 町 、

八幡浜  

（６）延なわ漁業  漁期 短縮 ※ 、休漁、

漁獲物制限、種苗放

流、隻数の制限  

三崎  

休漁 ※ 、漁獲物制限  北 条 市 、 中島 三 和 、 和 気 、

松山市、松山市今出、上灘、 

休漁 ※ 、漁獲物制限  中 島 、 高 浜町 、 松 山 市 三 津

浜、松前町、下灘、長浜町、

八幡浜  

（７）かご漁業  休漁 ※ 、漁獲物制限  北 条 市 、 中島 、 中 島 三 和 、

和 気 、 高 浜町 、 松 山 市 三 津

浜 、 松 山 市、 松 山 市 今 出 、

松前町、伊予、上灘、下灘、

長浜町、三崎、八幡浜  

（８）採貝・採藻漁業  漁期 短縮 ※ 、操業時

間 制 限 、 漁 獲 量 制

限、漁場監視活動、

種苗放流  

三崎  

休漁 ※ 、漁期短縮  北 条 市 、 中島 、 松 山 市 、 三

崎  

休漁 ※ 、漁獲物制限  中 島 三 和 、和 気 、 高 浜 町 、

松山市三津浜、松山市今出、

松前町、伊予、上灘、下灘、

長浜町、三崎、八幡浜  

漁期短縮 ※  三崎  
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［  別  紙  ３  ］  

 

 宇和海海域  

【魚種別資源管理】※は重点的に取り組む措置  

魚種・漁業区分  自主的管理措置  漁業地区名  

（１）カタクチイワシ  

ア  機船船びき網漁業  休漁 ※ 、漁獲物制限                                                                 八 幡 浜 、 明浜 、 吉 田 町 、 宇

和 島 、 下 波、 う わ う み 、 北

灘、下灘、愛南、久良  

イ  すくい網漁業  休漁 ※ 、隻数制限  三浦  

休漁 ※  八 幡 浜 、 明浜 、 吉 田 町 、 宇

和 島 、 下 波、 遊 子 、 う わ う

み 、 北 灘 、下 灘 、 愛 南 、 久

良  

（２）サワラ  

ア  流し網漁業  

 

 

漁期 短縮 ※ 、休漁、

漁具規制  

八 幡 浜 、 明浜 、 吉 田 町 、 宇

和島  

イ  さごし・めじか流  

し網漁業  

 

漁期短縮 ※ 、休漁  八 幡 浜 、 明浜 、 吉 田 町 、 宇

和島、三浦、遊子、下灘  

（３）マダコ  

たこつぼ漁業  休漁 ※ 、操業時間の

制限、隻数の制限  

三浦  

休漁 ※  三 崎 、 八 幡浜 、 明 浜 、 吉 田

町 、 宇 和 島、 下 波 、 遊 子 、

う わ う み 、北 灘 、 岩 松 、 下

灘、愛南、久良  

 

【漁業種類別資源管理】※は重点的に取り組む措置  

漁業区分及び漁業種類  自主的管理措置  漁業地区名  

（１）小型機船底びき網

漁業  

休漁 ※ 、漁獲物制限  八 幡 浜 、 明浜 、 吉 田 町 、 宇

和 島 、 三 浦、 北 灘 、 下 灘 、

愛南、久良  

（２）まき網漁業  休漁 ※ 、漁獲物制限  八 幡 浜 、 明浜 、 吉 田 町 、 宇

和 島 、 下 波、 遊 子 、 う わ う

み 、 北 灘 、下 灘 、 愛 南 、 久

良  

 休漁 ※ 、隻数制限  三浦  

（３）刺し網漁業  休漁 ※ 、操業時間の

制限  

三浦  

休漁 ※ 、漁具制限、

隻数の制限  

三浦  

休漁 ※ 、隻数の制限  三浦  

休漁 ※ 、種苗放流  遊子  
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休漁 ※ 、漁獲物制限  三 崎 、 八 幡浜 、 吉 田 町 、 遊

子、うわうみ、北灘、下灘、

愛南、久良  

（４）敷網漁業  休漁 ※ 、漁獲物制限  八 幡 浜 、 明浜 、 吉 田 町 、 下

波 、 遊 子 、う わ う み 、 宇 和

島 、 岩 松 、北 灘 、 下 灘 、 愛

南、久良  

休漁 ※ 、漁獲物制限  三浦  

（５）小型定置網漁業  

（定置漁業も含む。）  

休漁 ※ 、漁獲物制限  三 崎 、 八 幡浜 、 明 浜 、 吉 田

町 、 宇 和 島、 三 浦 、 下 波 、

う わ う み 、北 灘 、 岩 松 、 下

灘、愛南、久良  

休漁 ※ 、漁獲物制限  遊子  

（６）一本釣り漁業  休漁 ※ 、漁獲物制限  八 幡 浜 、 吉田 町 、 宇 和 島 、

三 浦 、 下 波、 遊 子 、 う わ う

み 、 北 灘 、岩 松 、 下 灘 、 愛

南、久良  

休漁 ※ 、種苗放流  三崎、明浜  

（７）延なわ漁業  漁期 短縮 ※ 、休漁、

漁獲物制限、種苗放

流、隻数の制限  

三崎  

休漁 ※ 、漁獲物制限  三 崎 、 八 幡浜 、 明 浜 、 吉 田

町 、 宇 和 島、 遊 子 、 う わ う

み 、 北 灘 、岩 松 、 下 灘 、 愛

南、久良  

（８）かご漁業  休漁 ※ 、漁獲物制限  三 崎 、 八 幡浜 、 明 浜 、 吉 田

町 、 宇 和 島、 三 浦 、 下 波 、

遊 子 、 う わう み 、 北 灘 、 岩

松、下灘、愛南、久良  

（９）採貝・採藻漁業  漁期 短縮 ※ 、操業時

間 制 限 、 漁 獲 量 制

限、漁場監視活動、

種苗放流  

三崎  

休漁 ※ 、漁獲物制限  三 崎 、 八 幡浜 、 明 浜 、 吉 田

町 、 宇 和 島、 三 浦 、 下 波 、

遊 子 、 う わう み 、 北 灘 、 岩

松、下灘、愛南、久良  

漁期 短縮 ※ 、漁具制

限  

北灘  

漁期短縮 ※  三崎、明浜、三浦、北灘  

休漁 ※ 、漁具制限  三浦  
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［  別  紙  ４  ］  

 
燧灘海域  
魚種別資源管理  

魚種及び漁業区分  対象となる漁業名称  

(1)カタクチイワシ  

ア  瀬 戸 内 海 機 船 船 び

き網漁業  

漁業法第 66 条第 1 項に規定する瀬戸内海機船船びき網  

漁業のうち、カタクチイワシの採捕を目的とするもの  

イ  機船船びき網漁業  愛媛県漁業調整規則第 7 条第 1 号に規定する機船船びき網

漁業のうち、カタクチイワシ（シラスを含む。）の採捕を目

的とするもの  

(2)サワラ  

流し網漁業  愛媛県漁業調整規則第 7 条第 7 号に規定する流し網漁業の

うち、サワラの採捕を目的とするもの  

(3)イカナゴ  

袋待網漁業  愛媛県漁業調整規則第 7 条第 10 号に規定する袋待網漁業の

うち、イカナゴの採捕を目的とするもの  

(4)マダコ  

たこつぼ漁業  愛媛県漁業調整規則第 7 条第 13 号に規定するたこつぼ漁業

及び共同漁業権漁場区域内でたこつぼを使用して行う漁業

権漁業のうち、マダコの採捕を目的とするもの  

 

漁業種類別資源管理  

漁業区分及び  

漁業種類  

対象となる漁業名称  

(1)小 型 機 船 底 び き 網

漁業  

漁業法第 66 条第 1 項に規定する小型機船底びき網漁業  

(2)ごち網漁業  愛媛県漁業調整規則第 7 条第 2 号に規定するごち網漁業  

(3)刺し網漁業  愛媛県漁業調整規則第 7 条第 8 号に規定する刺し網漁  

業（第 6 号に規定する固定式刺し網漁業を含む。）、共  

同漁業権漁場区域内で固定式刺し網を使用して行う漁  

業権漁業及び愛媛県漁業調整規則第 7 条第 7 号に規定  

する流し網漁業のうちサワラの採捕を目的としないも  

の  

(4)小型定置網漁業  愛媛県漁業調整規則第 7 条第 20 号に規定する小型定置網漁

業及び共同漁業権漁場区域内で小型定置網を使用して行う

漁業権漁業  

(5)一本釣り漁業  漁業法第 84 条第 1 項に規定する海面において自由漁業  

として行う釣り漁業  

(6)延なわ漁業  愛媛県漁業調整規則第 7 条第 16 号に規定する延なわ漁業  

(7)かご漁業  愛媛県漁業調整規則第 7 条第 11 号に規定するかご漁業  

(8)採貝・採藻漁業  漁業権漁業として行う採貝・採藻漁業  
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［  別  紙  ５  ］  

 

伊予灘海域  

魚種別資源管理  

魚種及び漁業区分  対象となる漁業名称  

(1)カタクチイワシ  

機船船びき網漁業  愛媛県漁業調整規則第 7 条第 1 号に規定する機船船びき網漁

業のうち、カタクチイワシ（シラスを含む。）の採捕を目的

とするもの  

(2)サワラ  

流し網漁業  愛媛県漁業調整規則第 7 条第 7 号に規定する流し網漁業のう

ち、サワラの採捕を目的とするもの  

(3)マダコ  

たこつぼ漁業  愛媛県漁業調整規則第 7 条第 13 号に規定するたこつぼ漁業

及び共同漁業権漁場区域内でたこつぼを使用して行う漁業

権漁業のうち、マダコの採捕を目的とするもの  

 

漁業種類別資源管理  

漁業区分  対象となる漁業名称  

(1)小型機船底びき網

漁業  

漁業法第 66 条第 1 項に規定する小型機船底びき網漁業  

(2)ごち網漁業  愛媛県漁業調整規則第 7 条第 2 号に規定するごち網漁業  

(3)刺し網漁業  愛媛県漁業調整規則第 7 条第 8 号に規定する刺し網漁業（第  

6 号に規定する固定式刺し網漁業を含む。）、共同漁業権漁場  

区域内で固定式刺し網を使用して行う漁業権漁業及び愛媛  

県漁業調整規則第 7 条第 7 号に規定する流し網漁業のうちサ  

ワラの以外の採捕を目的とするもの  

(4)小型定置網漁業  愛媛県漁業調整規則第 7 条第 20 号に規定する小型定置網漁

業 及び共同漁業権漁場区域内で小型定置網を使用して行う

漁業権漁業  

(5)一本釣り漁業  漁業法第 84 条第 1 項に規定する海面において自由漁業  

として行う釣り漁業  

(6)延なわ漁業  愛媛県漁業調整規則第 7 条第 16 号に規定する延なわ漁業  

(7)かご漁業  愛媛県漁業調整規則第 7 条第 11 号に規定するかご漁業  

(8)採貝・採藻漁業  漁業権漁業として行う採貝・採藻漁業  
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［  別  紙  ６  ］  

 
宇和海海域  
魚種別資源管理  

魚種及び漁業区分  対象となる漁業名称  

(1)カタクチイワシシラス  

ア  機船船びき網漁業  愛媛県漁業調整規則第 7 条第 1 号に規定する機船船びき網漁

業のうち、カタクチイワシシラスの採捕を目的とするもの  

イ  すくい網漁業  愛媛県漁業調整規則第 7 条第 12 号に規定するすくい網漁業  

(2)サワラ  

流し網漁業  愛媛県漁業調整規則第 7 条第 7 号に規定する流し網漁業のう

ち、サワラ及びサゴシの採捕を目的とするもの  

(3)マダコ  

たこつぼ漁業  愛媛県漁業調整規則第 7 条第 13 号に規定するたこつぼ漁業

及び共同漁業権漁場区域内でたこつぼを使用して行う漁業

権漁業のうち、マダコの採捕を目的とするもの  

 

漁業種類別資源管理  

漁業区分  対象となる漁業名称  

(1)小型機船底びき網

漁業  

漁業法第 66 条第 1 項に規定する小型機船底びき網漁業  

(2)まき網漁業  漁業法第 66 条第 1 項に規定する中型まき網漁業及び愛媛県  

漁業調整規則第 7 条第 3 号に規定する小型まき網漁業  

(3)刺し網漁業  愛媛県漁業調整規則第 7 条第 8 号に規定する刺し網漁業（第  

6 号に規定する固定式刺し網漁業を含む。）、共同漁業権漁場  

区域内で固定式刺し網を使用して行う漁業権漁業及び愛媛  

県漁業調整規則第 7 条第 7 号に規定する流し網漁業のうちサ  

ワラ、サゴシ以外の採捕を目的とするもの。  

(4)敷網漁業  愛媛県漁業調整規則第 7 条第 9 号に規定する敷網漁業  

(5)小型定置網漁業  

（定置漁業も含む。）  

愛媛県漁業調整規則第 7 条第 20 号に規定する小型定置網漁

業、共同漁業権漁場区域内で小型定置網を使用して行う漁業

権漁業及び漁業法第 6 条第 2 項に規定する定置漁業  

(6)一本釣り漁業  漁業法第 84 条第 1 項に規定する海面において自由漁業  

として行う釣り漁業  

(7)延なわ漁業  愛媛県漁業調整規則第 7 条第 16 号に規定する延なわ漁業  

(8)かご漁業  愛媛海区漁業調整委員会の承認を受けて共同漁業権漁場区

域内においてかごを使用して行う漁業  

(9)採貝・採藻漁業  漁業権漁業として行う採貝・採藻漁業  
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資源回復計画に基づく取組  

サワラ瀬戸内海系群資源回復計画  

漁業種類  取組内容  

さわら流し網漁業  ○燧灘・安芸灘で操業するさわら流し網漁業は 9 月 1

日から 9 月 30 日まで休漁  

○伊予灘で操業するさわら流し網漁業は 5 月 16 日から

6 月 15 日まで休漁  

○宇和海で操業するさわら流し網漁業は 5 月 1 日から

5 月 15 日まで休漁  

○上記さわら流し網漁業では網目 10.6cm 以上を使用  

さごし流し網漁業  ○燧灘で操業するさごし流し網漁業は全面休漁  

さごし・めじか流し網

漁業  

○宇和海で操業するさごし・めじか流し網漁業は、 8

月 1 日から 9 月 30 日まで休漁  

 

 

カタクチワシ瀬戸内海系群（燧灘）資源回復計画  

漁業種類  取組内容  

瀬 戸 内 海 機 船 船 び き

網漁業  

○  5 月 15 日から 6 月 9 日及び 12 月 1 日から 1 月 15

日まで休漁  

○毎週木曜日、日曜日を休漁  

い わ し 機 船 船 び き 網

漁業  

○  4 月 1 日から 5 月 31 日及び 11 月 22 日から 3 月 31

日まで休漁  

○毎週土曜日を休漁  

 

 

愛媛県伊予灘マコガレイ資源回復計画  

漁業種類  取組内容  

雑魚磯建網漁業  ○ 1 月 15 日から 2 月 28 日までマコガレイ産卵親魚が

集まる｢ほぼろ瀬｣漁場（伊共第 103 号の第 2 種共同漁

業権漁場）における休漁  
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資源管理措置の履行確認手段について  

 

各漁業者の行う資源管理措置の履行確認に当たっては、下記左欄の資源管理措

置ごとに、右欄に掲げる各手段の何れかを用いることとし、併せて必要に応じて

漁獲量把握システムの活用に努めることとする。  

 

資源管理措置  履行確認手段（例）  

休漁  ○漁協仕切伝票及び市場荷受伝票等（各漁業者の出荷日が

分かるもの）  

○各漁業者作成の操業日誌（操業日が分かるもの）  等  

漁獲量の制限  ○漁協仕切伝票及び市場荷受伝票等（各漁業者の魚種毎の

出荷量が分かるもの）  

○ 各 漁 業 者 作 成 の 操 業 日 誌 （ 魚 種 毎 の 出 荷 量 が 分 か る も

の）  等  

操業時間の制限  ○漁協で作成保管する各漁業者別操業記録簿（各漁業者の

操業日毎の出港帰港時刻が分かるもの）  

○各漁業者作成の操業日誌（操業日毎の出港帰港時刻が分

かるもの）  

漁具の制限（※１）  ○漁具、操業設備の写真（各漁業者の網目等の制限内容が

分かるもの）  

○漁具購入時の請求書、領収書、納品書等  

操業区域の制限  ○ 各 漁 業 者 の 操 業 区 域 制 限 期 間 中 の プ ロ ッ タ ー 等 の 記 録

（操業日、制限区域及び操業航跡が分かるもの）  

漁獲物の制限（※２）  ○漁協仕切伝票及び市場荷受伝票（各漁業者の魚種ごとの

銘柄（小、抱卵なし等）が分かるもの）及び各銘柄別の

サイズ等が分かる書類等  

○各漁業者作成の操業日誌（対象魚種のサイズ、抱卵親魚

がいないことが分かるもの）  

栽培漁業（※３，４）  ○栽培漁業に要した経費負担を証する証憑書類  

○ 栽 培 漁 業 に 取 り 組 ん だ 証 拠 書 類 及 び 取 組 状 況 が 分 か る

確認写真  等  

※１  漁具制限の取組内容は、網目サイズ、漁具数及び光力制限とする。  

※２  漁獲物制限の取組内容は、小型魚の再放流及び産卵親魚の保護とする。  

※３  漁業者が自ら負担を行っているものに限る。  

※４  栽培漁業の取組内容は、中間育成及び種苗放流とする。  

 


